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株式会社ウィークリーセンターとの業務提携に関するお知らせ 

  

当社は、平成23年7月25日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ウィークリーセンターとの

間で、不動産事業に関する業務提携を行うことについて決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

 

記 
 

1.業務提携の理由 

  当社におきましては、これまで公共工事である上・下水道事業を主体として業務を進めてまいりましたが、 

 減少を続ける公共投資の影響を受け、ここ数年、上・下水道事業における売上高、利益ともに厳しい状況が 

続いております。 

 当社は、このような状況を打開するため、不動産事業の強化及び新規事業の立上げを行い、上・下水道事 

業と並ぶ事業の柱として確立すべく、現在鋭意努力中であります。 

 今回の業務提携の対象事業であります不動産事業につきましては、これまでも当社独自で業務活動を行い、 

一定の売上は確保してまいりましたが、不動産事業に関する当社独自のノウハウ、販売ルート等が乏しく、 

充分な成果を上げ得る状態までには至っておりませんでした。 

 一方、今回の業務提携先であります株式会社ウィークリーセンター（以下、「ウィークリーセンター社」

といいます。）は、従来より不動産の売買、賃貸等の不動産事業をメイン事業として行っており、不動産事

業に関して、豊富な実績と仕入・販売に関するノウハウ・チャネルを保有し、活発な事業活動を行っており

ます。 

 今回の当社とウィークリーセンター社との業務提携は、当社の保有する建築関連生産施設とウィークリー 

センター社の営業力、販売網を有機的に結合させ、効率的な事業運営を行い、不動産事業を上・下水道事業 

と並ぶ当社の中核事業として確立し、当社の売上及び収益の拡大を目指すものであります。 

 

2.業務提携の内容 

（1）ウィークリーセンター社保有不動産の販売及び賃貸管理 

   ウィークリーセンター社が保有する商品不動産の販売及び賃貸管理を当社が行い、販売手数料及び賃貸 

管理手数料を当社が受領する。 

 

（2）建築工事の優先発注 

   ウィークリーセンター社は、保有する土地に賃貸用マンション等の建築物を建設する際には、建築工事 

  を当社に優先的に発注する。 
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（3）不動産物件の共同開発 

 新規不動産の取得及び販売に関する資金手当及び開発活動を、当社及びウィークリーセンター社が共 

同して行う。 

 

（4）不動産事業要員の出向 

   上記（1）～（3）を推進するため、ウィークリーセンター社より不動産事業に従事する要員6名が当社 

に出向する。（これにより、当社の不動産要員は従来から在籍していた3名に今回の出向社員6名が加わ 

り、9名体制となります。） 

 

3.業務提携の相手先の概要 

（1） 名 称 株式会社ウィークリーセンター 

（2） 所 在 地 東京都千代田区神田北乗物町2番地 神田乗物町ビル604 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役 加賀谷 誠 

（4） 事 業 内 容 宿泊施設の経営及び不動産の売買・賃貸 

（5） 資 本 金 154,450,000円 

（6） 設 立 年 月 日 平成10年6月22日 

（7） 大株主及び持株比率 船津 治子 

㈲デザインエリ 

㈱ウィークリーセンター持株会 

33.8% 

20.6% 

18.1% 

  

  

（8） 上場会社と当該会社との間の関係 

 

 資 本 関 係 
当該会社は、当社株式2,234,000株（発行済株式総数に対する割合

2.88%）を保有する当社の株主であります。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当

社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には、特筆

すべき人的関係はありません。（※注） 

 

 

 

取 引 関 係 

当社は、当期（平成22年8月1日～平成23年7月31日）において、当

該会社より、賃貸用マンション1棟を当社の販売用不動産として（当社販

売予定価格150百万円）購入しております。 

 

 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

（9） 当該会社の最近3年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 平成20年5月期 平成21年5月期 平成22年5月期 

 純 資 産 882百万円 916百万円 922百万円

 総 資 産 3,399百万円 2,673百万円 1,829百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産 151,818円 157,672円 158,601円

 売 上 高 2,161百万円 1,687百万円 1,415百万円

 営 業 利 益 218百万円 93百万円 53百万円

 経 常 利 益 194百万円 65百万円 30百万円

 当 期 純 利 益 98百万円 34百万円 5百万円

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 16,890円 5,853円 929円

 １  株  当  た  り  配 当 金 － － － 

（※注）当社代表取締役専務 和田明彦は、従前、当該会社の代表取締役社長でありましたが、平成23年 

3月10日付にて、当該会社の取締役を辞任しております。 
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4.日程 

（1） 取 締 役 会 平成23年7月25日 

（2） 業務提携契約締結 平成23年7月25日 

（3） 事 業 開 始 日 平成23年8月1日 

 

5.今後の見通し 

  本件業務協定が、当社の当期（平成22年8月1日～平成23年7月31日）業績に与える影響はありませ 

んが、次期以降においては、不動産事業の拡大を通じて、当社企業価値の向上に資するものと考えておりま 

す。 

 なお、次期の業績予想につきましては、当期決算短信発表時にお知らせする予定であります。 

以上 


